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動的軌間・平面性測定装置（Track2er）の開発 

 

１．はじめに 

鉄道車両は軌道に沿って走行するため，軌道の形状がゆがんでいる

と，車両の走行安全性や乗り心地が悪化します．そのため，鉄道事業

者では，定期的に軌道変位を測定して形状のゆがみを把握し，その結

果に基づいて軌道を補修して適正な状態を維持しています．一方，車

両走行時には，軌道に車両の重量や運転速度などに応じた力（輪重・

横圧）が作用するため，特にレール締結装置，まくらぎ，道床などの

軌道部材が劣化すると軌道変位が動的に大きくなり（以下，「動的な軌

道変位」という．），脱線事故の要因となることがあります．この脱線

を防止するには，軌道検測車により動的な軌道変位を把握することが

最も有効ですが，検測車は非常に高価であり，容易に導入できないと

いう課題があります．そこで，測定する軌道変位の項目を，車両の走

行安全性の低下の要因になることの多い軌間及び平面性に限定して低

コスト化を図った，図 1に示す動的軌間・平面性測定装置（Track2er）

を開発したので紹介します． 

２．動的軌間・平面性測定装置の概要 

動的軌間・平面性測定装置 1)は保守用車等に搭載して，動的な軌間・

水準・平面性を測定する装置です．本装置は，図 2に示すセンサユニ

ット，ドップラーセンサ，コントローラで構成されます．本装置のセ

ンサユニットには，レーザ光源と

3 次元計測用カメラで構成される

2 次元センサが 2 台と，角度セン

サが搭載されています． 

本装置による軌間と平面性（水

準）の測定のイメージを図 3に示

します．本装置ではセンサユニッ

トの両端に設置した 2 次元センサ

により左右のレールに帯状のレー

ザを照射し，カメラでレーザ光を

撮影してレール断面形状の画像を

取得します．そして，取得した画

像に対して，図 4に示す測定レー

ル判別用枠を設定して画像処理範

囲を限定することで，軌道変位の
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図 3 本装置による軌道変位の測定イメージ 
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図 4レール変位測定点の検出方法 

 

図 1 動的軌間・平面性測定装置 

 

 

図 2 本装置の構成 
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算出に使用するレール頭頂面とレール側面の変位測定点を正確に検出します．  

軌間については，センサユニットとレール側面の変位測定点との相対変位より算出します．また，平

面性については，センサユニットとレール頭頂面の変位測定点との相対変位と角度センサで取得した装

置の姿勢から水準を求め，一定距離だけ離れた 2 点間の水準の差から平面性を算出します． 

本装置の出力画面を図 5に示します．出力画面

では軌間・水準・平面性の測定値に加えて，レー

ル断面形状とそのレール変位測定点が表示されま

す．そのため，異常な測定値が得られた場合には，

測定終了後に，レール断面形状およびレール変位

測定点の位置を確認して，著大な軌道変位が存在

するのか，それとも測定時のエラーによるものな

のかを把握できます．なお，軌道変位の測定値が，

予め設定した基準値等の閾値を超過した場合には

測定値が赤字で表示されます． 

３．本装置の検測精度の検証結果 

図 1のように，本装置をモータカーに設置して

走行試験を行い，検測精度を検証しました．本装

置の 2 回の測定結果と，軌道検測車による測定結

果の比較を図 6に示します． 

まず，本装置の再現性（同時期に同区間を測定

した 2 つの測定結果の一致度であり，差の標準偏

差で求まる）については，軌間 0.17mm，水準

0.71mm，平面性 0.84mm であり，一般に在来線の

検測車に要求される検測精度（誤差：軌間 0.5mm，

水準 1.0mm，平面性 1.0mm）を満足していました． 

次に，本装置と軌道検測車の測定波形を比較す

ると，本装置の水準および平面性は，継目部付近

で軌道検測車に比べて数値が大きくなる傾向にありますが，概ね整合性があることを確認しました．な

お，継目部付近の差異については，モータカーの車輪が継目部を通過する際の振動により，1.0m 離れた

位置に搭載されているセンサユニットのロール角が大きく変化（0.1°変化すると水準は 1.86mm 変化す

る）した影響であることを確認しており，装置の車両への搭載方法を工夫すること，または，測定結果

に対するメディアンフィルタ処理を行うことにより解決できると考えられます．以上より，本装置は，

在来線の軌道検測車と同等の検測精度を有していることを確認しました． 

４．おわりに 

本研究では，車両搭載型の動的軌間・平面性測定装置を開発し，在来線用の軌道検測車と同等の精度

を有していることを確認しました．本装置は軌道変位の測定項目を限定しているため，従来の軌道変位

検査の置き換えにはなりませんが，GNSS による測定区間の把握や遠隔操作機能等を活用して，車両を

用いた普段の作業に合わせて測定することにより，脱線に対する安全性を効率的に向上できます． 

1) 坪川洋友，石川智行，塩野幸策：保守用車に搭載可能な動的軌間・平面性測定装置の開発，鉄道総研報告，Vol.31，

No.12，pp.47-52，2017.10 

2) 坪川洋友，石川智行：衛星測位システムを活用して軌道の検査位置を把握する，RRR，77巻9号，2020.9 

執筆者：軌道技術研究部 軌道管理研究室 坪川洋友 
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図 5 本装置の出力画面 

 

図 6 本装置と軌道検測車の測定結果の比較 
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石灰改良による盛土の早期復旧技術 

 

１．はじめに 

 近年，豪雨などで盛土が被災する事例が数多く発生しています．豪雨で盛土が崩壊した場合，崩壊後

の土砂は多量の水を含むため，再度締固めて復旧することは困難です．そのため，盛土が被災した場合

は，崩壊土砂を処分した上で購入土を用いて復旧される場合が多く，工期やコスト，環境負荷の面で課

題がありました．そこで，被災した盛土の早期復旧および復旧コスト低減を図ることを目的として，高

含水状態の崩壊土砂を石灰改良して再利用する盛土の早期復旧法を提案しました．本稿では，提案法の

概要をご紹介するとともに，施工試験による提案法の検証結果についてご報告致します． 

２．石灰改良による盛土の早期復旧法の概要 

 石灰改良は，安定処理工法の１つであり，土の安定性や強度を増加させるとともに，脱水効果により

締固め時の施工性を向上させることが知られています 1)．しかしながら，従来、鉄道の盛土施工で活用

されてきた石灰改良は主に土の強度増加を期待したものであり，配合強度試験を行って石灰添加率（土

の乾燥質量に対する石灰の質量比）を定める必要があるため，工期の関係から災害復旧ではほとんど採

用されてきませんでした． 

 一方で，今回提案する復旧法は，石灰の脱水効果を活用し，締固めが可能な状態になるまで崩壊土砂

を脱水改良した後に盛土を再構築するものです．施工手順としては，まず，崩壊土砂に対して物理試験

（締固め試験，含水比試験，粒度試験）を行い，石灰

改良の要否を判定します．具体的には，崩壊土砂の含

水比と許容含水比との大小関係を確認し（図 1），崩壊

土砂の含水比が許容含水比よりも大きい場合に石灰改

良を行います．ここで，許容含水比の目安は，締固め

曲線と必要締固め度との交点を示す含水比です．必要

締固め度は，表 1 に示す算定式 2)や土構造標準を参考

に設定します．表 1の算定式は，系統的な土質試験に

より飽和度 Srと土の強度φpeak，締固め度 Dc の関係を

群分類ごとに明らかにしたものです．本算定式を用い

ることで，現場条件や土の含水状態，盛土に求められ

る安定性を確保するための土の強度に応じて，必要な

締固め度を設定することが可能です．以上の要否判定

より，石灰改良が必要な場合は，図 2に示す石灰と水

の化学反応式から得られる理論式 3)で石灰添加率を計

算し，改良を行います．石灰改良後は，再度締固め試

験を行い，改良後の最大乾燥密度に対して締固め度

Dc=95%で盛土を施工します．  

 本提案法は，石灰の強度増加

には期待していないため，配合

強度試験を省略することができ

ます．また，石灰の脱水効果は

数時間程度で発揮されるため，

速やかに復旧工事を開始するこ
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図 2 石灰添加率の算出イメージ 

   （崩壊土砂の含水比が 35%の場合） 
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図 1 石灰改良の要否判定の考え方 
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表 1 土の群分類に応じた必要締固め度の算定式 2) 

群分類 必要締固め度の算定式 

B 群(砂) Dc = 63.0 + φpeak / {(σ3 / 50)－0.1833 × 0.0093 × (239.3－Sr)} 

B 群(礫) Dc = 55.9 + φpeak / {(σ3 / 50)－0.1658 × 0.0107 × (212.9－Sr)} 

C 群  Dc = 60.8 + φpeak / {(σ3 / 50)－0.1880 × 0.0091 × (248.0－Sr)} 

※φpeak: 要求される強度(degree)，σ3: 拘束圧(kPa) 

 Sr: 飽和度(%)，Dc: 必要締固め度(%) 
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とが可能です．したがって，本提案法は被災後の早期復旧

法として有用性が高いと考えられます． 

３．施工試験による検証 

提案法を用いて盛土を構築した場合の剛性・強度を検証

するため，図 3 に示す小型土槽内に高さ 1.2m の盛土を構

築した施工試験を行いました 4)．試験に用いた土質材料は，

B 群材料の稲城砂（細粒分質砂）と C 群材料の荒木田（低

液性限界の粘土）の２種類です．本試験では，未改良の土

を締固めた場合と，高含水状態の土を石灰改良した後に締

固めた場合の剛性・強度を比較しました．ここで，未改良

の稲城砂のケースは，土構造標準で規定される性能ランク

Ⅱ（在来線盛土の施工基準）に該当します． 

検討に当たっては，まず高含水状態を模擬するために土

質材料に加水を行い，その後に石灰を添加しました．加水

時の目標含水比 wt は，液性限界が低い稲城砂は wt=35%，

液性限界が高い荒木田は wt=40%としました．また，石灰添

加率は，石灰添加後の含水比が最適含水比付近となるよう

に，稲城砂は 15%，荒木田は 20%としました． 

構築した盛土の剛性・強度について，小型 FWD 試験に

よる K30 値および平板載荷試験の荷重－沈下量関係で確認

しました．ここで K30値は，載荷板直径が 30cm で，ひずみ

レベルが載荷板直径の 0.1%付近における地盤反力係数を

示す値です．また，平板載荷試験は地盤が極限支持力に達

するように載荷板直径の約 10%（30mm 程度）まで載荷を

行いました．小型 FWD 試験で計測した K30値と RI 計器で

計測した締固め度 Dcの関係を図 4に，平板載荷試験による

荷重－沈下量関係を図 5 に示します．図 4，図 5 より，石

灰改良した稲城砂・荒木田は，性能ランクⅡの基準に従い

施工した未改良の稲城砂の K30 値および極限支持力を上回

る結果が確認されました．また稲城砂・荒木田の両者とも，

石灰改良を行うことで未改良の状態よりも K30値および極限支持力が大きくなることを確認しました． 

４．おわりに 

 崩壊土砂を石灰改良して再利用する盛土の早期復旧法を提案しました．提案法を用いることで，崩壊

土砂が高含水状態の場合でも，性能ランクⅡの盛土の復旧に崩壊土砂を再利用できると考えられます．

なお，本研究は国土交通省の鉄道技術開発費補助金を受けて実施しました．  
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JIS40kgN レールのテルミット溶接 

 

１．はじめに 

レール継目が多数存在する地域鉄道において，ロングレール化を低コストで実現できれば保守費を大

幅に削減できます．しかしながら，従来のロングレールは基幹線区向けに設計されており，導入コスト

が高いため地域鉄道への適用は困難です．そこで，地域鉄道のコスト削減および安全・安定輸送の継続

を支援することを目的として，低コストで導入可能なロングレール構造が開発されました1)．地域鉄道

では，JIS40kgNレール，木まくらぎが大部分を占めていることから，本ロングレール軌道構造の開発に

あたっては，これらを前提に検討が実施されました．一連の検討の中で，ロングレール化に不可欠であ

るレール溶接手法についてはテルミット溶接に注目し，JIS40kgN普通レールのテルミット溶接施工条件

を提案するに至っています．ここでは，その内容について紹介します． 

２．テルミット溶接施工条件に関する検討 

JIS40kgN レールの断面形状は，EN 規格で規定される 40E1 レールとほぼ同一のレール高さおよび断面

積を有しています．40E1 レールについては，テルミット溶接施工条件が定められていることから，当条

件を基準とした複数の条件で長さ 1.5m の JIS40kgN 普通レール試験体を作製し，各試験体の状態を確認

することとしました． 

試験体の作製に際し，溶接モールド（鋳型）のみ，JIS40kgN レールの断面形状に合致したものを試作

しましたが，その他の機材については，JIS50kgN レールのテルミット溶接施工に用いるものを適用しま

した．図 1に溶接試験体の作製状況を示します． 

レール溶接試験体の作製後，浸透探傷検査および超音波探傷検査により，各試験体の表面きず，内部

きずの発生状況を調査

し，また，一部の試験

体では，縦断面マクロ

組織試験により，溶接

金属の溶込み状態を観

察しました．そして，

これら各試験結果を総

合評価することで，表

1に示す JIS40kgN普通

レールのテルミット溶

接施工条件を選定しま

した． 

 

 

 

 

 

 

 

３．選定した溶接施工条件により作製した溶接継手の性能 

 図 2 に，試験体の中央縦断面マクロ組織を示します．これは，硝酸アルコール溶液を用いたエッチン

図 1 テルミット溶接試験体作製状況 

(a) 鋳型(モールド)の設置    (b) テルミット溶鋼の注入 

 

表 1 選定した JIS40kgN普通レールのテルミット溶接施工条件 

レール開先 

間隔(mm) 

逆ひずみ

量(mm) 

バーナー 

高さ(mm) 

ガス圧力(MPa) 予熱時間 

(sec) 

レール頭部の 

押抜きせん断開始 酸素 プロパン 

25 3.0～4.0 30 0.5 0.15 90 出鋼後 5 分 30 秒 
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グ処理により，溶接金属と熱影響部を現出させたも

のです．表 2は，図 2の各部位で測定した溶接金属

幅および熱影響部幅の測定値であり，最も少ない部

位でも 7mm 程度の十分な溶け込みが確保されてい

ることがわかります． 

また，作製した 6 体の溶接試験体に対し，支点間

距離 1m，中央集中荷重による静的曲げ試験を実施

しました．破断姿勢は，頭部上向き(HU)，頭部下向

き(HD)，それぞれ 3 本ずつとしました．試験結果を

図 3 に示すように，全試験体の破断荷重，たわみ量

とも，JIS40kgN 普通レールテルミット溶接部の曲げ

破断基準値を十分に上回っています．また，図 4に

破断面の一例を示しますが，いずれも良好な破面性

状を呈しています． 

表 2 中央縦断面上で測定した溶接金属幅および熱影響部幅 

溶接金属幅（mm） 
 

熱影響部幅（mm） 

① 

頭頂面 

② 

頭部最小部 

③ 

腹部最大部 

④ 

底部最小部 

⑤ 

  底面 
① ② ③ ④ ⑤ 

65 43 47 39 49 102 100 88 86 85 

 

 

以上の結果より，JIS40kgN 普通レールをテルミット溶接により接合する場合には，JIS40kgN レール用

に専用設計した溶接モールドを使用し，表 1に示した溶接施工条件を適用することを提案します． 

４．おわりに 

本稿では，地域鉄道向けのロングレール軌道構造の要素技術として，JIS40kgN レールのテルミット溶

接法について紹介しました．本研究は，国土交通省の鉄道技術開発費補助金を受けて実施しました． 

参考文献 

1) 西宮裕騎，伊藤壱記，桃谷尚嗣：地域鉄道に適した低コストなロングレール軌道構造の開発，鉄道

総研報告，Vol.35,No.4,pp.17-22,2021 

 

執筆者：軌道技術研究部 レールメンテナンス研究室 山本隆一 

担当者：軌道技術研究部 レールメンテナンス研究室 伊藤太初 

 

図 3 静的曲げ試験結果          図 4 試験体の破断面の一例 

(a) HU破断      (b) HD破断 

 

JIS40kgN 普通レール 

② 

頭部最小部 

③ 

腹部最大部 

⑤ 

底面 

④ 

底部最小部 

① 

頭頂面 溶
接
金
属 

熱
影
響
部 

レ
ー
ル
母
材 

熱影響部幅 

溶接金属幅 

図 2 溶接試験体の中央縦断面マクロ組織 

開
先
面 

開
先
面 

25mm 

7mm 
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3D 点群データを用いた樹木幹断面形状における 

凹凸の有無の判別方法 
 

１．はじめに 

 鉄道沿線で発生する自然災害の中で倒木災害の件数は最も多く，災害件数を少なくするためには倒木

する可能性が高い樹木(以下，危険木という)を抽出して事前に対応することが必要となります．倒木の

危険性を評価するひとつの方法として樹木医による樹木診断が挙げられますが，鉄道沿線全ての樹木に

対する実施を想定した場合多くの時間と費用が見込まれます．そこで，危険木を把握するための目視調

査を補助することを目的として，3D レーザースキャナーにより取得した 3D 点群データを用いて，危険

木に表れる幹断面の凹凸の有無を把握する方法とその適用性につ

いて検討しました。  

２．3D点群データの取得 

現地調査箇所は，過去に倒木災害が発生した箇所周辺の延長約

4km 間と延長約 4.9km 間の 2 区間とし，調査範囲は線路からの離

隔 20m までを対象としました．測定はバックパック型 3D レーザ

ースキャナー（以下，3D レーザーという）により 3D 点群データ

を取得し，取得した点群データから樹木ごとの点群データを抽出

しました．図 1に 3D レーザーによる測定状況，表 1に 3D レーザ

ーの仕様を示します． 

３．樹木診断による危険木の変状種別 

上記 2 区間の調査では樹木医による危険木の抽出も実施しまし

た．危険木と診断された樹木本数は，3D レーザーで取得した 2

区間の樹木本数全体の 3.8%（2,412 本中 91 本）であり，危険木の

うち 40.7%（91 本中 37 本）が幹断面に凹凸を有しています． 

４．幹断面における凹凸の有無の把握方法 

幹断面における凹凸の有無の把握方法 1)を図 2 に示

します．まず，①樹木を高さ方向に一定間隔(ここでは

0.25m)のブロックに区分し，②ブロック内の点群デー

タを抽出します．次に③抽出したデータから円で近似

した幹断面付近のデータのみを抽出します(以下，幹断

面データという)．そして，④この幹断面データから幹

の理想的な形状が楕円になると仮定して最小二乗法に

より楕円方程式にフィッティングを行い，⑤その標準

偏差を算出します．この値が大きいほど幹断面に凹凸

があるものと判断します(図 3)．本方法を，危険木で凹

凸の有る断面，危険木であるが凹凸の無い断面，およ

びその近傍の危険木以外の樹木の任意断面（以下，健

全木とする）の 3 ケースを 1 セットとし，計 10 セット

(30 断面)を比較しました． 

５．適用結果 

適用した結果の一例を図 4に示します．図 4(a)より，

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 楕円フィッティング結果例 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 標準偏差算出例 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 3Dレーザーによる測定状況 

表 1 3Dレーザーの使用 
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凹凸が有る断面は，楕円フィッティングに

対して波打つようにデータがプロットされ

ています．その一方で，図 4(b)より，実際

に凹凸は無いにもかかわらず，楕円フィッ

ティングに対するデータのバラツキが確認

されました．そこで，上記の差を明瞭にす

るために，楕円フィッティングに対してプ

ロットされるデータの誤差の平均化を行い

ました．平均化した結果の一例を図 5に示

します．同図より凹凸が有る場合は誤差の

幅が大きくなり，凹凸が無い場合は誤差が

0 に近づくことが分かり，この標準偏差を

とることで凹凸の有無を定量的に示すこと

ができます． 

この方法を10セット(30断面)に適用した

結果，本方法の適用範囲は，(a)幹断面デー

タの数が 700 以上，(b)楕円フィティングの

半分以上の範囲に幹断面データが分布，(c)

胸高直径 20cm 以上，という条件となりま

した．なお、上記条件で凹凸の有無を判断

できなかった場合もみられ，その例を図 6，

図 7に示します．同図はいずれも実際には

凹凸の無い幹断面です．条件(a)，(b)で，幹

断面を形成できない場合(図 6)と，条件(c)

で，フィッティング楕円に対して幹断面デ

ータが広範囲にばらつく場合があることが

確認されました(図 7)．  

６．まとめ 

本研究では、計測機器として 3D レーザー

を活用して凹凸を有する危険木を抽出できる可能性を示唆しました．しかし、凹凸判定ができない場合も確

認されたため，今後は幹断面の形状を正確に抽出できる新たなアルゴリズムを本方法に追加する予定です． 
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(a)凹凸有り        (b)凹凸無し 

図 4 楕円フィッティング結果例 

 

 

 

 

 

(a)凹凸有り                (b)凹凸無し 

図 5 誤差の平均化例 

 

 

 

 

 

 

図 6 幹断面を形成できない例 

 

 

 

 

 

 

  図 7 幹断面データが広範囲にばらつく例 
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